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１. 16年 9月中間期の業績（平成 16年 4月 1日 ～ 平成 16年 9月 30日）

(1)経営成績 （注）記載金額は、百万円未満を切り捨て表示しております。

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

16年 9月中間期 35,284 9.7 1,966 80.9 2,636 69.7
15年 9月中間期 32,171 4.0 1,087 △ 17.1 1,553 5.4
16年 3月期 66,701 3,192 3,490

百万円 ％ 円　　銭

16年 9月中間期 1,693 62.1 9.00
15年 9月中間期 1,044 13.8 5.53
16年 3月期 2,430 12.58
(注)①期中平均株式数    16年 9月中間期   188,076,766 株  15年 9月中間期   188,716,719 株   16年 3月期  188,657,512 株

     ②会計処理の方法の変更　　 無

     ③売上高、営業利益、経常利益、中間(当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2)配当状況
１株当たり １株当たり

中間配当金 年間配当金

円　銭 円　銭

16年 9月中間期 3.00 －
15年 9月中間期 3.00 －
16年 3月期 － 6.00

(3)財政状態

百万円 百万円 ％ 円　　銭

16年 9月中間期 131,611 58,003 44.1 308.72
15年 9月中間期 134,081 54,235 40.4 287.40
16年 3月期 132,789 56,792 42.8 300.91
　(注)①期末発行済株式数    16年 9月中間期   187,878,555 株   15年 9月中間期   188,707,756 株   16年 3月期  188,543,974 株

　　　②期末自己株式数 　　16年 9月中間期   3,528,414 株   15年 9月中間期   2,699,213 株   16年 3月期  2,862,995 株

２. 17年 3月期の業績予想（ 平成 16年 4月 1日  ～  平成 17年 3月 31日 ）
　

期　　末

百万円 百万円 百万円 円　　銭 円　　銭

通　　期 72,000 5,200 3,200 3.00 6.00
（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）             17円03銭

※上記の予想は、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであります。実際の業績は、今後の様々な要因によって

予想数値と異なる結果となる可能性があります。

１株当たり株主資本株主資本比率総  資  産 株  主  資　本

１株当たり年間配当金売   上   高 経　常　利　益 当　期　純　利　益

経  常  利  益営  業  利  益売    上    高

 ( 当 期 ） 純 利 益

 １ 株 当 た り 中 間
中間(当期）純利益
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  ( 単位 ： 百万円 ）

期   別   

科  目

流  動  資  産 37,144 38,451 △ 1,307

6,578 5,873 705

6,047 9,315 △ 3,268

14,384 11,605 2,778

1,531 2,432 △ 900

2,021 2,422 △ 401

1,066 1,056 9

3,618 3,604 14

484 496 △ 11

82 80 1

570 694 △ 123

778 976 △ 197

△ 21 △ 105 84

固  定  資  産 94,467 94,337 129

有形固定資産 57,875 58,492 △ 616

15,091 15,449 △ 357

1,081 1,154 △ 72

8,379 8,802 △ 422

58 63 △ 4

926 947 △ 21

31,494 31,494      －

842 580 261

無形固定資産 1,390 1,486 △ 96

657 710 △ 52

732 776 △ 43

投資その他の資産 35,201 34,358 843

18,975 18,470 505

10,680 10,646 34

341 23 317

189 211 △ 21

2,112 2,112          －

3,020 3,013 6

△ 118 △ 119 0

資   産   合   計 131,611 132,789 △ 1,177

製 品

原 材 料

仕 掛 品

貯 蔵 品

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形

売 掛 金

有 価 証 券

建 物

構 築 物

機 械 及 び 装 置

投 資 有 価 証 券

ソ フ ト ウ エ ア

そ の 他

前 払 費 用

そ の 他

貸 倒 引 当 金

繰 延 税 金 資 産

貸 倒 引 当 金

車 両 運 搬 具

工 具 器 具 備 品

土 地

建 設 仮 勘 定

関 係 会 社 株 式

再評価に係る繰延税金資産

関 係 会 社 出 資 金

そ の 他

長 期 前 払 費 用

（資 産 の 部）

中間貸借対照表中間貸借対照表中間貸借対照表中間貸借対照表

当  中  間  期  末 前     期     末
増   減 （△）

資               産               の               部

（１６年９月３０日現在） （１６年３月３１日現在）
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  ( 単位 ： 百万円 ）

期   別   

科  目

流  動  負  債 37,287 33,330 3,956

2,330 2,789 △ 459

12,267 10,741 1,525

9,131 7,598 1,533

7,800 6,200 1,600

3,611 3,208 402

615 1,105 △ 490

81 246 △ 165

181 182 △ 1

145 134 10

70 62 8

1,046 1,049 △ 2

6 11 △ 5

固  定  負  債 36,321 42,666 △ 6,345

      － 1,600 △ 1,600

18,096 22,422 △ 4,325

5,455 6,364 △ 909

380 380 －

5,943 5,264 678

6,252 6,421 △ 169

194 213 △ 18

負  債  合  計 73,608 75,997 △ 2,388

資     本     金 17,076 17,076       －

資 本 剰 余 金 12,671 12,671 0

12,671 12,671       －

0 0 0

0 0 0

利 益 剰 余 金 25,189 24,117 1,071

3,376 3,376       －

18,008 16,534 1,473

7,434 7,455 △ 20

168 174 △ 5

10,405 8,905 1,500

3,804 4,206 △ 401

土地再評価差額金 △ 3,091 △ 3,091       －

その他有価証券評価差額金 7,424 7,045 378

自  己  株  式 △ 1,267 △ 1,028 △ 239

資  本  合  計 58,003 56,792 1,211

負債及び資本合計 131,611 132,789 △ 1,177

負     債    及    び    資     本     の     部

当  中  間  期  末 前     期     末 増   減 （△）
（１６年９月３０日現在） （１６年３月３１日現在）

利 益 準 備 金

役 員 退 職 慰 労 引 当 金

（資 本 の 部）

資 本 準 備 金

そ の 他 資 本 剰 余 金

自 己 株 式 処 分 差 益

預 り 金

そ の 他

未 払 消 費 税 等

長 期 借 入 金

未 払 費 用

社 債

賞 与 引 当 金

買 掛 金

短 期 借 入 金

前 受 金

（負 債 の 部）

未 払 法 人 税 等

支 払 手 形

未 払 金

一年以内に償還予定の社債

中 間 （ 当 期 ） 未 処 分 利 益

任 意 積 立 金

固 定 資 産 圧 縮 積 立 金

特 別 償 却 準 備 金

別 途 積 立 金

繰 延 税 金 負 債

預 り 保 証 金

長 期 未 払 金

退 職 給 付 引 当 金
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  ( 単位 ： 百万円 ）

期   別   

科    目

     ％      ％      ％

売 上 高 35,284 100.0 32,171 100.0 66,701 100.0

売 上 原 価 28,213 80.0 25,881 80.4 53,384 80.0

売 上 総 利 益 7,071 20.0 6,289 19.6 13,316 20.0

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 5,105 14.4 5,201 16.2 10,124 15.2

1,966 5.6 1,087 3.4 3,192 4.8

営  業  外  収  益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 712 579 678

そ の 他 の 営 業 外 収 益 887 900 1,694

計 1,600 4.5 1,479 4.6 2,373 3.5

営  業  外  費  用

支 払 利 息 466 598 1,126

そ の 他 の 営 業 外 費 用 464 414 948

計 930 2.6 1,012 3.2 2,074 3.1

2,636 7.5 1,553 4.8 3,490 5.2

特     別     利     益

投 資 有 価 証 券 売 却 益 - 51 309

関 係 会 社 清 算 配 当 金 - 93 93

退職給付制度改定に伴う利益 - - 1,116

貸 倒 引 当 金 戻 入 額 0 3 1

計 0 0.0 148 0.5 1,521 2.3

特     別     損     失

投 資 有 価 証 券 売 却 損 - 29 41

投 資 有 価 証 券 評 価 損 - - 1
生産移管に伴う設備廃売却損 - 66 66
た な 卸 資 産 廃 却 損 - - 652
事 業 再 編 費 用 - - 21
関 係 会 社 清 算 損 失 - - 125

計 - - 96 0.3 909 1.4

2,637 7.5 1,606 5.0 4,101 6.1

401 1.1 513 1.6 1,546 2.3

543 1.6 48 0.1 125 0.2

1,693 4.8 1,044 3.3 2,430 3.6

2,111 2,342 2,342

- - 566

3,804 3,387 4,206

      （当中間期）       （前年中間期）       （前      期）
（注）減価償却実施額

有形固定資産 1,603 百万円 1,834 百万円 3,746 百万円
無形固定資産 154 百万円 143 百万円 293 百万円

特
 

別
 

損
 

益
 

の
 

部

営 業 利 益

経 常 利 益

営
業
損
益

営
 

業
 

外
 

損
 

益

経
 

常
 

損
 

益
 

の
 

部

中間損益計算書中間損益計算書中間損益計算書中間損益計算書

(16.4.1～16.9.30)

百 分 比

(15.4.1～15.9.30)

前  年  中  間  期

百 分 比

当  中  間  期 前            期

(15.4.1～16.3.31)

百 分 比

中 間 （ 当 期 ） 未 処 分 利 益

税 引 前 中 間 （ 当 期 ） 純 利 益

中 間 （ 当 期 ） 純 利 益

前 期 繰 越 利 益

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

法 人 税 等 調 整 額

中 間 配 当 額
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 （中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項）（中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項）（中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項）（中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項）    
 

１．有価証券の評価基準及び評価方法 
満期保有目的の債券······································償却原価法（定額法） 
子会社株式および関連会社株式 ···············移動平均法による原価法 
その他有価証券 

時価のあるもの ········································中間決算日の市場価格等に基づく時価法 
評価差額は全部資本直入法により処理し、
売却原価は移動平均法により算定しており
ます。 

時価のないもの···········································移動平均法による原価法 
 
２．デリバティブの評価基準及び評価方法   時価法  
 
３．たな卸資産の評価基準及び評価方法 

製品（仕入製品を除く）・仕掛品······················移動平均法（パワトラ事業部門、ただし、 
個別受注生産品を除く）および個別法
（パワトラ事業部門のうち個別受注生産
品、マテハン事業部門）による原価法 

製品（仕入製品) 原材料・貯蔵品 ··················先入先出法による原価法 
 

４．固定資産の減価償却の方法 
有形固定資産 

定率法を採用しております。 
ただし、建物（建物附属設備を除く）については、定額法によっております。 
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 
建物及び構築物     ３～50 年 
機械装置及び車両運搬具 ４～13 年 

無形固定資産 
定額法を採用しております。 
なお、自社利用のソフトウエアについては社内における利用可能期間（５年）に基づ
いております。 

 
５．引当金の計上基準 

貸倒引当金 ·························· 債権の貸倒れに備えるため、一般債権については貸倒実
績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別
に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しており
ます。 

賞与引当金 ···························賞与の支給に備えるため、支給見込額基準により計上し
ております。 

退職給付引当金················· 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における
退職給付債務および年金資産の見込額に基づき、当中
間期において発生していると認められる額を計上しており
ます。 
過去勤務債務は、その発生事業年度に全額費用処理し
ております。 
数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従
業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）によ
る定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度
から費用処理することとしております。 

役員退職慰労引当金··········役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく中
間期末要支給額を計上しております。 

 
６．リ－ス取引の処理方法 

リ－ス物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リ－ス取
引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

 
７．ヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 
繰延ヘッジ処理を採用しております。なお、為替予約については、振当処理を
行っております。また、金利スワップについては、特例処理を採用しておりま
す。 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 
ヘッジ手段………金利スワップ取引および為替予約取引 
ヘッジ対象………変動金利の借入金利息および外貨建取引 

③ ヘッジ方針 
為替変動および金利変動リスクを回避するために、デリバティブ取引を利用して
おります。なお、投機目的によるデリバティブ取引は行わない方針であります。 
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④ ヘッジ有効性評価の方法 

キャッシュ・フロー変動を完全に相殺するものと想定することができるため、ヘッジの有
効性の判定は省略しております。 

 
８．その他中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 
消費税および地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

 
 

（（（（注記事項注記事項注記事項注記事項）））） 
 

中間貸借対照表関係中間貸借対照表関係中間貸借対照表関係中間貸借対照表関係 
 

 （当中間期末） （前期末） 

１．有形固定資産の減価償却累計額 ４５，５５２ 百万円 ４４，１９８ 百万円 

２．担保資産及び担保付債務     

①担保資産  百万円  百万円 

建物 １４，１９０  １４，５３１  

構築物 １，０３０  １，１００  

機械及び装置 ６，８０７  ７，０４８  

工具器具備品 ７９０  ７９１  

土地 ２９，１７８  ２９，１７８  

計 ５１，９９８  ５２，６５１  

     

②担保付債務  百万円  百万円 

 （５，４８１ ） （５，２９８ ） 

長期借入金 ２０，８７７  ２３，６２０  

（注）括弧内（内書）は、一年以内に返済予定の長期借入金であります。 
     
３．保証債務 ９２９ 百万円 ４，３０３ 百万円 

４．受取手形割引高 １２ 百万円 ４６ 百万円 

 
 



１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引

（１）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び中間期末（期末）残高相当額

（当中間期） （前年中間期） （前  　期）

取 得 価 額 相 当 額 1,508 百万円 1,917 百万円 1,714 百万円

減 価 償 却 累 計 額 相 当 額 887 百万円 1,097 百万円 1,053 百万円

中間期末（期末）残高相当額 621 百万円 820 百万円 660 百万円

なお、上記金額のうち、主なものは「工具器具備品」であります。

（２）未経過リース料中間期末（期末）残高相当額

（当中間期） （前年中間期） （前  　期）

１  年  内 269 百万円 347 百万円 289 百万円

１  年  超 351 百万円 473 百万円 371 百万円

合    計 621 百万円 820 百万円 660 百万円

なお、取得価額相当額および未経過リース料中間期末（期末）残高相当額は、支払利子込み法に

より算定しております。

（３）支払リース料及び減価償却費相当額

（当中間期） （前年中間期） （前  　期）

支 払 リ ー ス 料 169 百万円 207 百万円 385 百万円

減 価 償 却 費 相 当 額 169 百万円 207 百万円 385 百万円

（４）減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

２．オペレーティング・リース取引

未経過リース料

（当中間期） （前年中間期） （前  　期）

１  年  内 － 百万円 2 百万円 0 百万円

１  年  超 － 百万円 0 百万円 － 百万円

合    計 － 百万円 2 百万円 0 百万円

リース取引リース取引リース取引リース取引
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